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各国におけるAI関連発明の動向

１．はじめに
現在、AI（Artificial Intelligence:人工知能）

に関連する商品、サービス、ニュース、広告
等を見聞きしない日はない程に、AIは我々
の社会に浸透してきています。これは、AI
関連の目覚ましい技術革新によるものと考え
られます。

今回は、近年におけるAIの技術革新に付
随して、世界各国のAI関連発明の出願数及
び文献数がどのように推移し、どのような傾
向にあるかについて、紹介します。

２．AIコア発明の出願推移
AI関連発明の出願件数は、例えば日本の

場合、2014年頃を起点として現在まで続く
AIブームの影響により増加傾向にありま
す。このブームは、ニューラルネットを用い
た機械学習、特に、深層学習（ディープラー
ニング）が、情報処理技術の進歩により実装
可能となり、飛躍的な成果を示すようになっ
たことに起因するといわれています。

以下では、各種の機械学習技術等を特徴と
する発明をAIコア発明とし、その出願をAI
コア技術の出願１とします。

図１に示す、日本、米国、欧州、中国、及
び韓国の五庁とWIPOにおいて、棒グラフの
右端の数値が2014年の件数、左端の数値が
2021年の件数です。

図２に示す、AIコア技術に含まれるニュ
ーラルネット技術の出願２における深層学習
関連のキーワードを含む割合は、五庁及び
WIPOの全てにおいて鈍化傾向にあります。

この傾向は、出願件数の増加傾向において
中心的役割を担ってきた技術が、深層学習か
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ら別のものに移りつつあることを示唆してい
ると考えられます。

図１　AIコア技術の出願件数の推移３

図２　ニューラルネット技術の出願に深層学
習関連のキーワードを含む割合の推移３

３．生成AIの台頭
2022 年 11 月 に 生 成 AI の 一 種 で あ る

Cha tGPT（Gene r a t i v e  P r e - t r a i n ed 
Transformer）が発表されました。ChatGPT
の発表後、生成AIは、学術界における議論
が盛んになるだけでなく、文章に加えて画像
等の生成まで幅広く適用可能であり、多方面
に影響が及ぶことから、社会的論争にまで発
展しています。
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要な役割を果たす可能性があり、AI関連発
明の動向を予測する上で、引き続き生成AI
に注目する必要があると思われます。

WIPOの報告によれば、AI関連全体の特許
ファミリの公報件数において、生成AIの占め
る割合は、2023年時点で6.1%４ですが、将来
的にその影響が大きくなると見込まれます。

４．生成AIの文献及び出願状況
図３に示す、世界全体の生成AIに関連する

科学文献は、特に2023年に急増しています。
これは2022年のChatGPT等の登場が発端に
なったと考えられます。一方、特許ファミリ
は出願から公報発行まで18カ月のタイムラグ
があるため、公報件数は2024年から2025年に
かけて同様に急増することが予想されます。

図４に示す、10年間（2014-2023）の各国
官庁に提出された特許ファミリの出願件数に
おいて、将来的に複数国に移行可能なWIPO
に7700件以上出願されており、生成AIに特
徴的な傾向といえます。

５．おわりに
AI関連発明において、今後は生成AIが主
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図３　世界全体の生成AIの特許ファミリ公報数及び科学文献数の推移４

図４　2014年から2023年における生成AIの出願件数４


